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歳 入
368億 8,400万円
（100.0％）

依存財源
（62.2％）

自主財源
（37.8％）

市税
9,706,101千円
（26.3％）

繰入金
1,729,702 千円
（4.7％）

使用料及び手数料など
2,492,285千円
（6.8％）地方交付税

11,800,000 千円
（32.0％）

国庫支出金
3,794,120 千円
（10.3％）

市債
2,722,200 千円
（7.4％）

県支出金など
4,639,592 千円
（12.5％）

歳 出
（性質別）

368 億 8,400万円
（100.0％）

人件費
8,161,841千円
（22.1％）

扶助費
7,507,810 千円
（20.4％）

公債費
6,029,290 千円
（16.3％）

投資的経費
2,611,497千円
（7.1％）

その他の経費
12,573,562 千円
（34.1％）

※物件費、補助費等、
　維持補修費、繰出金
　等が含まれます

義

務

的

経
費

『ひと･まち･産業が躍動する健康　交流・都市 かのや』を目指して
平成 20年度一般会計当初予算は
３６８億８，４００万円

　平成 20 年度当初予算が、３月に開かれた鹿屋市議会定例会で議決されました。
　予算総額は、一般会計・特別会計を合わせて 607 億 5,172 万３千円で前年度当
初予算と比べ 14.4％の減となっています。
　前年度と比べ減となった主な要因は、一般会計において、平成 19 年度で細山田
小学校及び鹿屋小学校校舎の増改築等が終了したことや、特別会計において、平
成 20 年４月から後期高齢者医療制度が施行されることにより、老人保健特別会計
での医療給付費が大幅に減となったことなどによるものです。
　ここでは、新年度予算の編成方針や特徴について説明します。

歳　出 歳　入

■
一
般
会
計
＝
福
祉
や
教
育
、
公
園

や
道
路
の
建
設
な
ど
市
の
基
本
的

な
事
業
を
行
う
会
計

■
特
別
会
計
＝
特
定
の
収
入
を
特
定

の
支
出
に
充
て
、
事
業
を
行
う
会

計
■
自
主
財
源
＝
地
方
自
治
体
が
自
主

的
に
収
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
財

源
■
依
存
財
源
＝
定
め
ら
れ
た
基
準
に

よ
り
国
な
ど
か
ら
地
方
自
治
体
に

交
付
さ
れ
る
財
源

■
義
務
的
経
費
＝
支
出
が
義
務
づ
け

ら
れ
て
お
り
、
任
意
に
削
減
で
き

な
い
経
費
で
、
人
件
費
、
扶
助
費

及
び
公
債
費
の
合
計
額

■
投
資
的
経
費
＝
道
路
、
公
園
、
学

校
、
市
営
住
宅
の
建
設
等
社
会
資

本
の
整
備
に
要
す
る
も
の
で
あ

り
、
支
出
の
効
果
が
ス
ト
ッ
ク
と

し
て
将
来
に
残
る
も
の
に
支
出
さ

れ
る
経
費

■
経
常
的
経
費
＝
毎
年
度
継
続
し
て

経
常
的
に
支
出
さ
れ
る
経
費
で
、

義
務
的
経
費
や
施
設
の
維
持
管
理

経
費
な
ど

■
政
策
的
経
費
＝
義
務
的
経
費
と
異

な
り
、
教
育
、
福
祉
、
環
境
、
産

業
な
ど
、
あ
ら
ゆ
る
分
野
の
政
策

推
進
の
た
め
に
支
出
す
る
経
費

■
一
般
財
源
＝
市
税
、
地
方
交
付
税

な
ど
、
市
が
ど
の
経
費
に
も
自
由

に
充
て
る
こ
と
が
で
き
る
財
源

■
地
方
交
付
税
＝
地
方
自
治
体
の
標

準
的
サ
ー
ビ
ス
の
水
準
を
一
定
に

保
つ
た
め
の
交
付
金

■
国
庫
支
出
金
＝
国
が
、
地
方
公
共

団
体
に
特
定
の
行
政
経
費
の
一
部

と
し
て
交
付
す
る
補
助
金
や
委
託

金
■
繰
入
金
＝
一
般
会
計
、特
別
会
計
、

基
金
等
の
会
計
間
に
お
け
る
現
金

の
移
動
を
表
す
も
の
。
例
え
ば
、

一
般
会
計
の
歳
出
に
不
足
が
生
じ

た
場
合
に
、
基
金
か
ら
取
り
崩
し

て
一
般
会
計
に
繰
り
入
れ
る
こ
と

な
ど
を
い
う
。

■
使
用
料
及
び
手
数
料
＝
公
共
施
設

の
使
用
や
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
受
け

た
こ
と
の
対
価
と
し
て
利
用
者
等

か
ら
徴
収
す
る
も
の
で
、
高
等
学

校
の
授
業
料
、
各
種
公
共
施
設
の

使
用
料
、
住
民
票
等
各
種
証
明
の

発
行
手
数
料
等

■
市
債
＝
市
が
建
設
事
業
や
災
害
復

旧
事
業
な
ど
を
行
う
と
き
、
財
源

と
な
る
借
入
金

■
普
通
建
設
事
業
＝
道
路
や
公
園
、

学
校
な
ど
公
共
施
設
を
建
設
す
る

た
め
の
経
費

■
性
質
別
＝
予
算
及
び
決
算
に
お
け

る
「
節
」
の
区
分
を
基
準
と
し
た

分
類
で
あ
り
、
財
政
の
健
全
性
、

弾
力
性
を
測
定
す
る
こ
と
が
で
き

る
分
類

■
目
的
別
＝
予
算
及
び
決
算
に
お
け

る
「
款
」、「
項
」
の
区
分
を
基
準

と
し
た
分
類
で
あ
り
、
各
部
各
課

ご
と
の
、
お
お
ま
か
な
予
算
の
比

重
を
知
る
こ
と
が
で
き
る
分
類

■
人
件
費
＝
特
別
職
や
一
般
職
の
給

与
な
ど

■
扶
助
費
＝
生
活
保
護
費
や
児
童
手

当
に
充
て
る
た
め
の
経
費

■
公
債
費
＝
市
が
発
行
し
た
地
方
債

（
借
金
）
返
済
の
た
め
の
経
費

■
物
件
費
＝
施
設
の
維
持
管
理
や
物

品
購
入
の
た
め
の
経
費

民生費
12,685,797千円
（34.4％）

公債費
6,029,290 千円
（16.4％）

総務費
4,218,355千円
（11.4％）

教育費
4,107,144千円
（11.1％）

土木費
2,999,555千円
（8.1％）

衛生費
2,441,834千円
（6.6％）

農林水産業費
2,121,407千円
（5.8％）

消防費
1,168,888千円（3.2％）

商工費
348,097千円（0.9％） その他

763,633千円（2.1％）

歳 出
（目的別）

368 億 8,400万円
（100.0％）

　

自
主
財
源
の
う
ち
、
市
税

は
、
前
年
度
当
初
予
算
に
比

べ
４
億
８
，
９
９
０
万
円
減

の
97
億
６
１
０
万
１
千
円
と

な
っ
て
い
ま
す
。
各
種
基
金

等
か
ら
の
繰
入
金
は
、
６
億 

６
，
１
５
７
万
９
千
円
減
の

17
億
２
，
９
７
０
万
２
千
円
、

使
用
料
及
び
手
数
料
な
ど
の
収

入
は
、
一
般
廃
棄
物
処
理
場
の

完
成
に
よ
る
ご
み
処
理
手
数

料
や
、
指
定
管
理
者
制
度
へ

の
移
行
に
伴
っ
て
「
湯
遊
ラ
ン

ド
あ
い
ら
」
の
入
浴
料
等
が
減

と
な
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
３
億 

１
，
４
４
７
万
９
千
円
減
の

24
億
９
，
２
２
８
万
５
千
円
を

見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

依
存
財
源
の
う
ち
地
方
交
付

税
は
、
地
方
再
生
対
策
費
が
創

設
さ
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
４
億

円
増
の
１
１
８
億
円
を
見
込
ん

で
い
ま
す
。
市
債
は
、
前
年
度

に
比
べ
８
，
７
１
０
万
円
増
の

27
億
２
，
２
２
０
万
円
と
な
っ

て
い
ま
す
が
、
こ
れ
は
、
財
政

健
全
化
の
観
点
か
ら
高
利
率
の

市
債
の
償
還
期
限
を
繰
り
上
げ

て
返
済
す
る
こ
と
に
伴
い
、
そ

の
財
源
と
な
る
借
換
債
を
発
行

す
る
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

義
務
的
経
費
の
う
ち
、
人

件
費
は
職
員
数
の
減
等
に
よ

り
、
前
年
度
に
比
べ
１
億 

７
，
２
０
１
万
２
千
円
減
の

81
億
６
，
１
８
４
万
１
千
円
。
扶

助
費
は
、
保
育
所
運
営
費
の
増

な
ど
に
伴
い
、
１
億
７
３
４
万
円

増
の
75
億
７
８
１
万
円
と
な
っ

て
い
ま
す
。
公
債
費
は
、
９
億 

３
，
８
７
３
万
５
千
円
増
の

60
億
２
，
９
２
９
万
円
と
な
っ

て
い
ま
す
が
、
こ
れ
は
、
歳
入

で
も
記
載
し
ま
し
た
と
お
り
、

高
利
率
の
市
債
の
繰
上
償
還
の

実
施
等
に
よ
り
、
大
幅
に
増
と

な
っ
た
も
の
で
す
。

　

ま
た
、
投
資
的
経
費
は
、
細

山
田
小
学
校
及
び
鹿
屋
小
学
校

校
舎
の
増
改
築
等
が
終
了
し
た

こ
と
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
に

比
べ
16
億
４
，
０
３
２
万
円
減

の
26
億
１
，
１
４
９
万
７
千
円

と
な
っ
て
い
ま
す
。


